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会津若松市


【はじめに】

本日、平成20年２月市議会定例会を招集いたしましたところ、議員各位にはご参集を賜り、厚く御礼を申し上げます。

　本定例会の開会に当たり、平成20年度会津若松市一般会計予算をはじめとする諸案件のご審議をお願いするとともに、市政執行に取り組む私の所信と施策の大綱を申し述べ、ご理解とご協力を賜りたいと存じます。

　さて、私は、昨年４月に、市民の皆様より再びご信任をいただき
まして、第34代会津若松市長として引き続き市政の舵取りを務めさ
せていただくことになりました。また、第６次長期総合計画「新生
会津　未来創造」も昨年スタートしたところであり、新たなまちづ
くりを進めていくための第一歩を力強く踏み出すべく、この「ふる

さと会津」を愛する熱い思いを胸に、「市民が主役の開かれた市政」を基本として、夢と活力ある元気な会津若松の実現に向け、全力で
市政運営に取り組んでまいりました。

【１　昨年の主な成果】

特に昨年は、新春スペシャルドラマ「白虎隊」の放映や誘致企業の工場の増設、企業立地促進法に基づく「会津地域基本計画」が県内で初めて国の同意を受けるなど、本市にとって追い風となることが相次ぎ、これまでのフィルムコミッション事業や企業誘致等の取組の成果を市民の皆様にお示しすることができました。
一方、将来のまちづくりに関しましては、昨年10月に、本市のシ
ンボルである鶴ケ城に隣接する極めて重要な土地であります旧会津学鳳高校県有地を県から譲り受け、今月より中央公民館の代替施設として、校舎の一部の利用を開始したところであります。今後は、
市民の共有財産として、鶴ケ城のより一層の魅力の向上、さらには、本市の活性化につながるような利活用を図ってまいりますが、鶴ケ
城を訪れる方々の利便性の向上及び安全性の確保に鑑み、まずは、
南側の通路に隣接する部分につきまして、その拡幅についての検討
を進めてまいります。
また、河東学園小学校の開校並びにコミュニティプール「EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 11(おんぷ),♪)～る」のオープンをはじめ、鶴城地区コミュニティセンターの建設工事、
北会津中学校改築事業のための用地の取得や、（仮称）生涯学習総
合センター、（仮称）会津若松学校給食センター及び（仮称）城南
地区コミュニティセンターの設計業務を行うなど、合併後の新たな
まちづくりに具体的に着手いたしました。さらに、県立会津統合病
院（仮称）の用地買収に協力することで、地権者の方々のご理解を
いただいたところであり、開設に向けた大きな一歩として、新市の
一体感のさらなる醸成に大きく寄与したものと考えております。

このように、昨年、様々な成果が得られましたのは、ひとえに、議員各位をはじめ、市民の皆様のご理解とご協力の賜であり、改めて、ここに深く感謝申し上げます。
【２　時代の認識】
（２-１社会経済情勢）

　さて、現在の地方都市を取り巻く社会経済情勢といたしましては、大都市圏と比べ景気の回復が未だ実感できず、地域格差や所得格差
が広がっている厳しい状況にあります。さらに、最近の原油価格や
石油製品価格の高騰は、市民生活を圧迫しており、その影響は深刻
であることから、先般、緊急的に対応策を実施したところであります。
また、少子高齢社会・人口減少社会においては、労働力人口の減少による供給力の減退など地域経済への影響や、税収の減少など行財政基盤への影響が危惧されており、地方自治体は、速やかな対応が求められております。
（２-２さらなる行財政改革の推進）

このような状況の中、本市は、これまで「行財政再建プログラム」に基づき、厳しい改革に取り組んできたところであり、その結果、
財政再建団体への転落という危機的な状況は当面回避したところで
あります。
しかしながら、国の地方税財政改革により、地方交付税の動向を
はじめとした本市財政を取り巻く状況は未だ不透明であり、さらに
は「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の制定により、財
政状況の健全性を判断する基準が抜本的に見直されたことから、今
後は新たな指標を踏まえた財政運営が求められるなど、本市財政運
営の舵取りは今後さらに難しさを増す状況にあります。

そうした中、市民の皆様に安定した行政サービスを提供していくためには、「行財政再建プログラム」の理念を踏まえたさらなる財政健全化のための取組を継続していかなければなりません。

そのため、「中期財政見通し」を踏まえ、公債費負担の適正化などの課題に適切に対処していくとともに、これまで以上に施策の選択と集中を図り、限られた財源の中で市民満足度の最大化を目指した行財政運営を行ってまいります。

また、厳しい財政状況下においても、持続可能な行政システムを
構築していくために、新たな「行政システム改革プラン」に基づき、住民自治への取組や行財政基盤強化への取組などを推進してまいり
ます。
【３　新年度の市政運営の基本的な考え方】

（３-１基本的な考え方）

一方、本市が将来に向けてさらに大きく飛躍していくためには、
豊かな自然と多くの先人によって培われてきた歴史や文化など、誇
るべき地域の資源や特性である「会津ブランド」を最大限に活かし、地産地消の推進などによる地域経済活性化策にも取り組みながら、「おもてなしの心」による市民の皆様との協働により、元気で力強
く自立したまちを築いてまいりたいと考えております。
そのため、人口の減少や流出に少しでも歯止めをかけ、若者の定着を図るとともに、本市の特性を活かしながら交流人口の増加を図り、市内外の方々にとって魅力ある都市となることを目指し、次の３点を最重要政策として全力で取り組んでまいります。
（３-２最重要政策）

１点目は、企業誘致の推進であります。
企業誘致は、雇用拡大や定住人口の増加、市民所得の向上など経
済の振興を図るうえで最も重要であります。そのため、引き続き私
自身が先頭に立って、トップセールスにより企業誘致活動を展開す
るとともに、その立地基盤となる新工業団地の早期分譲に向けた整
備を推進するため、新たに観光商工部内に企業立地推進課を設置し、企業誘致の推進に全力で取り組んでまいります。
また、企業立地促進法に基づく基本計画に位置づけた支援策として、固定資産税の課税免除をはじめ、コールセンター等の高度情報
サービス産業に対する支援制度の創設、工場立地法の特例による緑
地面積率の緩和措置などを講じることにより、企業立地促進に向け
た環境整備に努めてまいります。
さらに、企業が求める人材の確保を支援する取組といたしまして、「人財バンク」を創設し、会津を離れた学生やＵターン希望者へ企
業情報や就職情報を提供し、地元への就職を希望する人材と地元求
人企業との橋渡しを行ってまいります。
２点目は、地域経済の活性化であります。

会津産品のブランドイメージを高め、地元で効果的に活用することにより、会津ならではの本物の「おもてなし」で来訪者を受け入れるとともに、地域内での経済循環を促進するという、いわゆる地産地消運動を推進してまいりたいと考えております。
そして、市民のみならず、観光客の満足度の向上と賑わいづくり
に向けて、地域資源を利活用した新たな地場産業活性化プランを展
開してまいります。そのため、市民協働による取組の一つとして、
商店街と協力し、（仮称）「城下町が物産館」という形で、商店街
の店舗において、取扱商品に加え工芸品などの地場産品の推奨・販
売を行ってまいります。
また、会津清酒の消費拡大に向け、粋な飲み方の紹介や会津の工
芸品との連携による飲食用小物の商品化など、酒造業の振興を目指
し積極的に支援してまいります。
さらには、漆の香る本物のすばらしさを広く普及していくため、
会津漆器の地元における使用の拡大を推進する方策として、漆器工
芸品のレンタル事業への補助制度を立ち上げ、さらなる使用の拡大
を目指してまいります。
このほか、会津ブランドの新たな提案として、設計業や建築業などとの協働により、会津独自の住宅ブランドの研究に取り組んでいくとともに、昨年度より実施している循環型地域経済活性化奨励金支給事業と相まって、新たな視点での地産地消を推進してまいりたいと考えております。
一方、農産物においては、昨年12月に策定いたしました「あいづ
わかまつ地産地消推進プラン」に基づき、学校給食や旅館・ホテル・飲食店等における地元農産物の利用拡大に一層努めるとともに、食
の安全・安心の確保、食料自給率の向上、食育の推進に向け、具体
的な取組を進めてまいります。

また、今般の大幅な米価下落の中、小規模農家も含め多様な農家
が共存できる集落営農体制の構築を目指すとともに、農村の活性化
のため地域資源や耕作放棄地を活用し、生産から加工・販売や交流・体験活動などにおいて、創意工夫により意欲を持って頑張ろうとす
る人・地域を支援するため、新たに農村活性化プロジェクト支援事
業を実施いたします。

また、中山間地域の資源に光をあてながら、地域活性化に向け、自主的・主体的に取り組もうとする地区において、「手づくり・ものづくり」などの事業展開を促し、魅力ある地域づくりを目指してまいります。

こうした取組とともに、田舎暮らし志向を持つ都市住民を積極的
に本市に受け入れるため、会津の特性や本市の優位性を活かしながら、引き続き、「定住･二地域居住推進協議会」を中心として、Ｐ
Ｒ活動や情報収集の充実強化、相談体制を整備してまいります。
３点目は、優れた地域資源を活かした観光の振興であります。

平成17年度の福島県あいづデスティネーションキャンペーンの成
果を活かすため、平成18年度からは、「極上の会津プロジェクト協
議会」を設置し、「会津はひとつ」の理念に基づき、全会津17市町
村の連携による広域的な事業を展開してまいりました。その結果、
これらの継続した取組が、観光客の増加という成果として定着しつ
つあり、本年も全会津17市町村の連携をさらに充実させながら、Ｊ
Ｒ東日本等の交通事業者との連携を深め、米沢市をはじめとした置
賜地域との広域連携の強化と、新たに日光エリアとの連携を図るなど、観光地「会津」としてのさらなる魅力づくりを行ってまいります。
また、長い歴史と伝統を持つ本市には、鶴ケ城をはじめとした全国有数の史跡や名所などが数多く残されており、それらに加えて「

ならぬことはならぬ」に代表される会津武士道が、他の地域には無い精神文化として大切に伝えられております。こういった有形無形の歴史資源等を有機的に活用し、「EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 11(もののふ),武士)のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 11(さと),郷)・会津」としての歴史観光の推進に努めてまいります。
さらに、来年のＮＨＫ大河ドラマとして会津ゆかりの武将・直江兼続公を描いた「天地人」の放映が決定されたことを絶好の機会とし、ゆかりの地と連携しながら、昨年設立いたしました「天地人会津支援協議会」において、直江公の顕彰事業の実施や観光客の受入体制の充実を図るとともに、撮影誘致に向けた取組を推進してまいります。
また、ドラマの放映に併せ、鶴ケ城天守閣において、天地人特別企画展の開催や「幻の神指城と会津城下」をテーマとしたＣＧの制作を行うなど、観光資源の効果的な活用と魅力づくりによる誘客拡大に向け、戦略的に取り組んでまいります。
（３-３一体化に向けた合併後のまちづくり）

次に、一体化に向けた合併後のまちづくりについてであります。本年は、合併後のまちづくりにおいて重要な事業を確実に推進していく年であります。主なものを申し上げますと、まず（仮称）生涯学習総合センターにつきましては、子どもからお年寄りまであらゆる世代の市民の「生涯の学び舎」として、平成22年度の開館を目指して事業を進めてまいりましたが、本年は、いよいよ建設工事に着手してまいります。
また、(仮称）会津若松学校給食センターにつきましては、市内すべての小中学校の完全給食の実施を目指し、本年度は建設工事に着手し、平成21年度の供用開始に向け整備を進めてまいります。
さらに、北会津中学校につきましては、平成22年度中の完成を目指し、老朽化している学校施設の計画的な改築に取り組んでおりますが、本年は、敷地造成工事及び校舎・屋内運動場新築の実施設計を行ってまいります。
また、地域における連帯意識や自治意識の高揚を図るため、これまでもコミュニティセンターの整備を進めてまいりましたが、本年は、（仮称）城南地区コミュニティセンターの平成21年度の供用開始に向け整備を進めてまいります。
また、河東地域に新たにコミュニティバスを導入し、より広域化した市域における住民の利便性の向上を図り、まちなか周遊バスや既存路線バスと連携することによって、利便性の高い交通体系を構築してまいります。

これらの市民要望の高い事業を一つ一つ着実に推進し、さらなる一体感を醸成しながら、市民の皆様とともに本市の輝かしい未来を切り拓き、築いてまいりたいと考えております。

【４　まちづくりの基本政策】

（４-１福祉健康）

次に、平成20年度の施策の具体的な方針と展開について、行政各分野の主な事業についてお示しいたします。

はじめに、福祉健康分野についてであります。

少子高齢化が急速に進む中、ノーマライゼーションの理念のもとに、誰もが健康で互いに助け合い、安心して暮らすことのできるまちづくりが求められています。

そのため、まず、少子化対策として、「次世代育成支援行動計画」に基づき、行政はもとより、家庭、地域、企業が一体となって、子
どもを産み、育てやすいまちづくりを目指し、総合的な対策に取り
組んでまいります。また、湊地区の統合保育所につきましては、平
成21年４月の開園に向け整備を進めてまいります。

さらに、本市においても、高齢化率の上昇が見込まれている中、
高齢者が住み慣れた地域で、生きがいを持ちながら健康でいきいき
と暮らしていくことができるよう、また、介護が必要になっても自
立と尊厳に満ちた生活を保持できるよう、「高齢者保健福祉計画」
及び「第４期介護保険事業計画」を策定し、特に介護予防の推進に
力を入れてまいります。

さらに、障がい者が自らの意思でその生活を選択し、地域社会で自分らしく生活することができるよう、「第Ⅱ期障がい福祉計画」を策定し、障がい者福祉サービスの種類ごとに必要量やその確保のための方策を定めてまいります。

また、市民の健康づくりを推進するため、運動習慣普及特別事業として進めてまいりましたウォーキングのさらなる普及を図るとともに、昨年５月にオープンいたしましたコミュニティプールを活用した健康づくりをさらに推進してまいります。

一方、老人保健事業につきましては、平成20年度より、広域連合による後期高齢者医療制度に移行することとなりますが、後期高齢者が安心して医療を受けられる環境づくりを目指し、本市といたしましても、新たな制度への円滑な移行に努めてまいります。あわせて国民健康保険事業におきましても、運営の健全化を図るため、医療費の適正化や保健事業の推進等に努めてまいります。

（４-２教育文化）

次に、教育文化分野についてであります。

まちづくりは人づくりとも言われておりますが、本市が未来に向かって発展していくためには、先人が築きあげてきた会津の歴史や文化・伝統についての学習を行うとともに、あいづっこ宣言を効果的に活用することで、郷土を愛し、誇りと自信を持って未来を生きる人材を育成することが重要であると考えております。

そのため、まず、学校教育におきましては、「自ら学び、自ら考
える力」や「豊かな人間性」などを育むことで、変化の激しいこれ
からの社会における「生きる力」を身につけた児童生徒の育成に努
めてまいります。

さらに、児童生徒の国際理解や異文化理解を深めるため、親善交流都市でありますサイパン市と、中学校生徒及び教職員等によるインターネット掲示板を活用した学校間の情報交換及び文化交流を推進してまいります。

また、将来を担う子どもたちに、本市のまちづくりに関する夢やアイデアを提言してもらい、市政への参加意識と議会の役割等について理解を深めるための学習の機会とする、（仮称）スクール議会を開催いたします。

さらに、人格形成において大切な時期である小学生を対象に、会津鉄道を利用して、本物の優れた芸術作品などに触れ、感動できる貴重な機会を提供しております芸術文化鑑賞促進事業を引き続き実施してまいります。

また、子どもたちの健全育成の観点から、小学校１年生から３年
生までの児童の放課後活動等のあり方について、モデル校を設置し、研究してまいります。
一方、幼児教育におきましては、本市における幼児教育の基本的な方向性を示すとともに、全市的な幼児教育の振興を図るため、「

幼児教育振興プログラム」を策定してまいります。また、これを契機として、幼稚園と小学校とのより効果的な連携に努めるなど、幼
稚園教育の一層の充実を図ってまいります。

さらに、スポーツの振興におきましては、「第２次スポーツ振興
計画」に基づいて、いつでも、どこでも、だれでも、いつまでもス
ポーツに親しめるような環境づくりに取り組んでまいります。
（４-３産業経済）

次に、産業経済分野についてであります。

前段申し上げましたとおり、定住人口・交流人口を増加させ、まちに賑わいを取り戻すためには、観光や商工業、農業などの地域経済の活性化を図ることが不可欠であります。

そのため、まず、観光につきましては、本年が戊辰140周年とい
う記念すべき年でありますことから、本市のシンボルである鶴ケ城
天守閣において、会津若松市観光公社との連携のもと、魅力的な企
画展を開催し、入場者数のさらなる増加を図るとともに、史跡若松
城跡の新たな復元整備の方向性をお示ししてまいりたいと考えてお
ります。

また、滞在型観光の重要な基盤であります、東山・芦ノ牧温泉に
つきましては、地元との連携により、美観形成などによるさらなる
魅力の向上やおもてなしの充実に取り組むとともに、ライトアップ
事業をはじめとする夜のまちなか観光やイベントなど、様々な事業
と連携することにより、宿泊需要を喚起し、滞在型観光のさらなる
推進を図ってまいります。
また、小・中学生を対象とした教育旅行誘致を推進するため、関
係団体と連携して、会津独自の精神文化体験や、ものづくり体験な
どのメニューの充実を図るとともに、積極的なＰＲに取り組んでま
いります。
さらに、観光振興における第一人者を、新たに（仮称）観光・ま
ちづくり戦略アドバイザーとして委嘱し、本市の観光素材の活かし
方や民間事業者との連携のあり方、さらには、広域的な観光地づく
りなど、戦略的な取組や手法について、指導・助言をいただきなが
ら、持続的に発展可能な観光地を目指してまいりたいと考えており
ます。
次に、商工業につきましては、中心市街地活性化法の改正を受け、昨年、庁内横断型組織として「中心市街地活性化対策プロジェクト
チーム」を立ち上げ、本市の特性である歴史・文化を活かした交流
による活性化の方向性を検討しているところであり、今後は、事業
の具体化を図るための「中心市街地活性化基本計画」の策定を進め
ていくとともに、「中心市街地活性化協議会」との連携、協働により、「賑わいのあるまちづくり」に努めてまいりたいと考えており
ます。
また、昨年実施いたしました「歩いて暮らせるまちづくり」の社
会実験を踏まえ、高齢者や障がい者をはじめ、すべての市民が安心
して商店街を訪れることができるよう、引き続き関係機関と連携し
ながら、誰もが暮らしやすいまちづくりに向け取り組んでまいりた
いと考えております。

また、本年、「ジャパン《漆》サミット」が本市で開催されるこ
とから、本市を代表する地場産業である漆器産業のさらなる振興に
つなげてまいりたいと考えております。
さらに、高度な技術を要する精密機器、半導体デバイスなどの部
材産業が集積している本市の優位性を活かしながら、既存企業の高
度化や新産業創出への支援強化を図っていくため、会津大学や産業
支援機関などとの産学官連携に努めてまいります。
次に、農林業につきましては、認定農業者や多様な農業担い手の
育成確保を図るとともに、集落合意による集落営農組織の育成によ
り、生産性の高い農業経営が将来にわたり持続的に発展するよう努
めてまいります。
また、過剰作付が米価下落の主な要因となっていることから、生
産調整の実効性の確保に努めるとともに、有機・特別栽培米、会津
エコ米等、売れる米づくりの推進とあわせ、過度な米依存体質から
の脱却を図るため、アスパラガスなどの特色ある産地づくりにより
収益性の高い水田農業の確立を図ってまいります。
さらに、グリーンツーリズム支援事業につきましては、本市が有
している豊かな農産物や魅力ある自然景観などの地域資源を活かし
た多様な体験メニューの創設や、農家民泊などの滞在型の受け入れ
体制の整備に努めるとともに、モニターツアーの実施等により、交
流人口の拡大に向け取り組んでまいります。

また、豊かな自然環境を生み出す森林のもつ多面的な機能を維持するとともに、森林環境の整備として、間伐材や木質バイオマスの利活用を推進してまいります。

（４-４生活環境）

次に、生活環境分野についてであります。
本市の豊かな自然は、市民の共有の財産であります。この豊かな
自然と共生しながら、安全・安心で住みやすい環境づくりを進めて
いくことが必要であります。

そのため、まず、市が認証取得している環境ＩＳＯの環境マネジ
メントシステムの手法を取り入れながら、学校生活での取組、家庭
生活での取組、事業所での取組を促進することで、地域から省エネ、省資源等の環境保全活動を実施し、地球環境問題、とりわけ地球温
暖化防止対策の推進を図ってまいります。
また、資源循環型社会の構築を図るため、「もったいない」の考え方をさらに普及啓発しながら「一般廃棄物処理基本計画」の個別施策を引き続き推進し、より一層のごみ減量化・リサイクルを推進してまいります。

さらに、これまでもポイ捨てや犬のふんの放置防止対策に努めて

まいりましたが、本年は各種団体や市民の皆様の協力のもと、さら

なるマナー向上に向けた体制づくりを進めながら、取組の強化を図り、美しく住みよいまちづくりの推進に努めてまいります。

また、災害に強いまちづくりを推進するため、昨年度見直しを行いました「地域防災計画」に基づく行動マニュアルの作成に取り組み、安全で安心して暮らせるまちづくりに努めてまいります。

さらに、生活の様々な場面で高度情報社会の恩恵を実感できる、
安全・快適かつ便利な情報化都市の創造に向け、市民生活に密着し　た、より利便性の高い行政サービスの提供など、「第３次地域情報
化基本計画」に基づき、地域情報化の推進に取り組んでまいります。

（４－５都市基盤）

次に、都市基盤分野についてであります。

快適な市民生活や産業経済活動、さらには、都市間・地域間交流

を促進するためには、公園や道路などの都市基盤や生活基盤を整備、
充実させ、美しい自然やまちなみの景観に配慮しながら、計画的に
まちづくりを進めていくことが必要であります。

　そのため、まず、会津総合運動公園整備の総仕上げといたしまして、陸上競技場建設に向けた実施設計を行ってまいります。また、
市民の皆様の墓地需要を補完する施設として、納骨堂を整備してま
いります。

次に、都市交通対策であります。まず、会津若松駅の東西市街地
を結ぶ幹線道路であります市道幹Ⅰ－６号線につきましては、実施
設計等を行ってまいります。さらに、都市計画道路インター南部幹
線につきましては、早期の整備に向け、事業を進めてまいります。
また、人にやさしいみちづくり歩道整備事業として、飯盛山通りの
市道幹Ⅰ－８号線や県立博物館北側の市道幹Ⅰ－11号線について整
備を進め、誰もが安全で安心して通行できる歩行空間の確保に努め
るとともに公共施設等の拠点的施設へのネットワーク化を図ってま
いります。

一方、会津鉄道及び野岩鉄道につきましては、沿線地域住民のみならず、会津地域と首都圏が直結する路線であることを経営の戦略として位置づけ、観光をはじめとする地域振興につながるよう、沿線自治体や関係機関と連携しながら、なお一層の利用拡大に向けた取組を支援してまいります。
次に、住環境の整備につきましては、平成18年から分譲を進めて
まいりましたふれあいタウン「水季の里」について、第３期として 22区画を分譲してまいります。
また、扇町土地区画整理事業におきましては、都市計画道路が本
年中に完成する予定であります。引き続き交通ネットワークや安全
な市街地形成の早期完成を目指し、区画道路や面的整備を進めてま
いります。

また、水道事業につきましては、施設・設備の整備を進め、引き
続き安全な水道水の安定した供給を図ってまいります。さらに、快
適で衛生的な生活環境の確保と公共用水域の水質汚濁の防止を図る
ため、公共下水道事業などの生活排水対策を充実させてまいります。

（４－６協働参画）

　次に、協働参画分野についてであります。

　すべての市民が地域の中で互いに信頼し、尊重し、助け合いながら、その持てる力を十分に発揮し、心豊かで充実した生活を送るためには、市民と行政との協働によるまちづくりを進める必要があります。
　このため、市民活動の情報収集に努め、支援の仕組みづくりに取り組むことで、市民が主体的にまちづくりに参加できる環境づくりを推進してまいります。

さらに、男女がともに自立して尊重しあう社会を構築するため、「第３次男女共同参画推進プラン（改訂版）」の策定に取り組むとともに、引き続き各種事業を展開してまいります。

　また、昨年策定いたしました「ユニバーサルデザイン推進プラン」に基づき、これまで申し述べてまいりましたあらゆる行政分野にお
いて、すべての人にとって安心・安全で利用しやすいユニバーサル
デザインに配慮したまちづくりを進めるとともに、市民へのさらな
る周知に努めてまいります。

【むすび】

以上、市政運営の基本的な考え方と主要な施策の概要についてご
説明を申し上げましたが、本年は、これまで積み重ねてまいりまし
た取組の成果が、具体的に目に見える形で現れてくる年であります。

また、本年は、戊辰140周年、会津藩北方警備200周年を迎える
とともに、５月には野口英世アフリカ賞の記念すべき第１回の授賞
式が行われます。さらに、来年には、市制施行110周年を迎えます
ことから、これらを契機として、これまで多くの先人によって築か
れてきた、この誇りある会津の歴史や伝統、文化について市民の皆
様の認識を深めていただき、次代を担う子どもたちに伝え、引継ぎ
ながら、本市のさらなる飛躍を目指すとともに、その魅力を発信し、活気のあるまちづくりにつなげてまいります。

本市が持つ様々な特性や地域資源を最大限に活用したまちづくりを進め、魅力ある「誇りと輝きに満ちたふるさと・会津若松」を築いていくため、全力で市政運営に邁進してまいる決意であります。

なにとぞ、議員各位をはじめ、市民の皆様のより一層のご理解とご協力を賜りますよう心から念願する次第であります。
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